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国民年金の
疑問に

お答えします。
国
民
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後
納
制
度
」で
の

保
険
料
納
付
期
限
は

９
月
末

国
民
年
金
保
険
料
は
納
期
限

を
２
年
過
ぎ
る
と
時
効
に
よ

り
納
め
る
こ
と
が
で
き
ま
せ

ん
が
、
27
年
９
月
末
ま
で
の
期

間
に
限
り
、
過
去
10
年
以
内
の

未
納
保
険
料
を
納
め
る
こ
と

が
可
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と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
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後
納
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す
る

こ
と
に
よ
り
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将
来
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取
る

年
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し
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り
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資
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げ

た
り
す
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老
齢
基
礎
年
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給

し
て
い
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利
用
で
き
ま

せ
ん
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過
去
２
年
以
内
の
未
納
分
は

こ
れ
ま
で
ど
お
り
後
納
制
度

を
利
用
し
な
く
て
も
納
付
可

能
で
す
が
、
そ
れ
以
前
の
保
険

料
の
納
付
を
希
望
す
る
場
合

は
「
後
納
制
度
」
の
利
用
申
し

込
み
が
必
要
と
な
り
、
後
納
保

険
料
額
は
「
当
時
の
保
険
料+

加
算
金
」
と
な
り
ま
す
。

な
お
、
１
か
月
分
の
後
納
保

険
料
を
納
め
る
こ
と
に
よ
り

増
額
さ
れ
る
老
齢
基
礎
年
金

額
は
お
よ
そ
一
六
二
五
円
（
年

額
）
で
す
。

●「後納制度」に関する問い合わせ
「国民年金保険料専用ダイヤル」
☎０５７０－０１１－０５０

０５０から始まる電話でかける場合は
☎０３－６７３１－２０１５

※問い合わせの際は、基礎年金番号が分かるもの
　をご用意ください
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付
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ま
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な
ら
び
に
任
意
加
入
被
保
険

者
は
、
定
額
保
険
料
（
平
成
27

年
度
月
額
一
万
五
千
五
百
九

十
円
）
に
加
え
て
付
加
保
険
料

（
月
額
四
百
円
）
を
納
め
る
こ

と
で
、
受
給
す
る
年
金
額
を
増

や
せ
ま
す
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齢
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礎
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乗
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さ
れ
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額
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付
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険
料
納
付
月
数
」
と

な
っ
て
い
ま
す
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で
、
付
加
保

険
料
を
納
め
た
分
は
老
齢
基

礎
年
金
受
給
開
始
か
ら
２
年

間
で
モ
ト
が
と
れ
る
計
算
と

な
り
ま
す
。

付
加
保
険
料
は
、
役
場
保
険

健
康
課
ま
た
は
年
金
事
務
所

で
納
付
の
申
込
み
を
さ
れ
た

う
え
で
、
申
し
込
ん
だ
月
分
か

ら
の
納
付
と
な
り
ま
す
。

な
お
、
保
険
料
の
免
除
や
納

付
猶
予
を
さ
れ
て
い
る
期
間

や
国
民
年
金
基
金
に
加
入
し

て
い
る
方
は
付
加
保
険
料
を

納
め
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん

の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

●「付加保険料」に関する問い合わせ
役場保険健康課国保年金係
☎４２－２１１１（内線 201）

または

直方年金事務所
☎２２－０８９１
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税務の
そこが知りたい
役場賦課係☎42局2111番

年金特別
徴収制度の
解説です

公的年金などの所得に係る個人住民税（町民税・県民税）は原則、年金からの天引き（特
別徴収）となります。対象者は、翌年度以降の住民税も年金特別徴収が原則となります。

COM
MENT

65歳以上の公的年金等所得に係る住民税は「年金特別徴収」

年金特別徴収の対象者は、平成 27 年４月１日現在 65 歳以上の公的年金受給者で、前年中の年
金所得に係る住民税の納税義務がある人です。 ただし、「介護保険料が年金から特別徴収され
ていない人」「徴収される住民税が対象となる年金の額を超える人」などは対象になりません。
また、年金特別徴収はご本人の希望による選択ができません。

A
答え

公的年金からの特別徴収の対象者は？Q
疑問

年金から特別徴収されるのは、公的年金などに係る個人住民税です。公的年金以外の所得に係
る住民税は、給与からの特別徴収または普通徴収（納付書や口座振替）による納付となります。

公的年金収入のほかに、給与所得と不動産所得があります。
公的年金以外の所得に係る住民税も年金から特別徴収されるのですか？ 

特別徴収を開始する最初の年度は、年税額の２分の１に相当する額を、第１期（６月）・第２期
（８月）に普通徴収（納付書や口座振替）で納付します。残りの２分の１に相当する額は、 10 月・
12 月・２月の年金から特別徴収となります。

初めて年金特別徴収となります。納付方法はどのようになりますか？

（例）平成 27年度の年税額が６万円の場合
普通徴収

（納付書または口座振替） 特別徴収（年金から天引き）

期（月） 第１期（27年６月）第２期（27年８月） 27 年 10 月 27 年 12 月 28 年２月
税額 15,000 円 15,000 円 10,000 円 10,000 円 10,000 円

■２年目以降の納付方法
　４月・６月・８月は、前年度２月の税額と同額が徴収されます。（仮徴収）
　10 月・12 月・２月は、残り３分の１ずつが徴収されます。（本徴収）
（例）平成 28 年度の年税額が９万円の場合（27 年２月の年金から１万円が徴収されていた場合）

特別徴収（年金から天引き）
仮徴収 本徴収

期（月） 28 年４月 28 年６月 28 年８月 28 年 10 月 28 年 12 月 29 年２月
税額 10,000 円 10,000 円 10,000 円 20,000 円 20,000 円 20,000 円

※鞍手町から転出、死亡、年度の途中で徴収税額が変更になった場合などには、その年の特別
　徴収は中止となり普通徴収に変更となります。
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